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伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

研究ノート

伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

高　瀬　浩　二

Ⅰ　はじめに

静岡県伊豆半島地域⑴は，東京圏と近接するわが国有数の観光地である．新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）対策関連の県境をまたぐ移動の自粛要請によって厳しい状況に直面した地

域のひとつである．製造業のような移出産業が弱い伊豆半島地域において，観光は主要な経済活

動である．そのため，近年のコロナ禍では，想像以上に疲弊している可能性がある．

このような問題意識のもと，高瀬・山下ほか（2022）は，伊豆地域のコロナ禍前後の旅行消費

額ベクトルと宿泊客数を月次ベースで推計し，コロナ禍の静岡県への経済的影響を計測した．そ

の際，生産誘発効果の計測に用いた産業連関表は静岡県全域のものであった．そのため，当該研

究は，伊豆地域の旅行関連消費が静岡県経済で誘発する生産誘発効果を計測したことになる．産

業連関分析の観点からいえば，直接効果と間接効果の計測の対象地域にずれが生じていたわけで

ある．

上記の問題設定と計測範囲の不一致について検証した結果，分析対象地域と県内のその他地域

への影響を分けて計測する必要があるという結論に達した．そのため，本研究で伊豆半島地域の

小地域産業連関表を推計することとした．本研究が対象とする伊豆半島地域は，沼津市，熱海市，

三島市，伊東市，下田市，伊豆市，伊豆の国市，東伊豆町，河津町，南伊豆町，松崎町，西伊豆

町，函南町の７市６町から成る．図１は，伊豆半島地域の地理的範囲である．

本研究では，『平成27年静岡県産業連関表』（静岡県統計利用課（2021），以下，2015年静岡県表）

の取引基本表（生産者価格評価表）の最も細かい部門分類である187部門表（統合小分類）をもと

に，平成27年伊豆半島地域産業連関表（以下，2015年伊豆半島地域表）を作成する．その簡便な

推計過程を記録することが本研究の主な目的である．また，同様の手順で，公的な都道府県表か

ら小地域表の作成が可能である．

⑴	静岡県総合計画に合わせて，７市６町の「伊豆半島地域」を本研究の対象範囲とする．それに対して，静岡県
が全国に先駆けて1974年から市町別に行っている観光調査『静岡県観光交流の動向』では，「伊豆半島地域」に清
水町を加えた７市７町を「伊豆地域」と定義している．なお，高瀬・山下ほか（2022）は，後者の「伊豆地域」
を対象としたものであった．
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以下，特別な記載がない限り，二重かぎ括弧『　　』で統計資料名，かぎ括弧「　　」で産業

連関表の部門名，大括弧［　　］でその他資料の産業分類やデータ項目をあらわすこととする．

図１：伊豆半島地域の地理的範囲
出典：「CraftMAP―日本･世界の白地図―」〈http://www.craftmap.box-i.net/〉で筆者作成．
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Ⅱ　小地域産業連関表の推計方法の概要

標準的な都道府県産業連関表において，ある県Kの第i 部門の県内生産額（xi
K）は，

	 ∑ ∑ � ⑴

とあらわされる（i, j =1,…, n, h=1,…, l ）．ここで，zK
ij  は第i 部門から第j 部門への中間財取引額

である．また，cK
ih は，第h 項目の財i の最終需要額，eK

i ，uKO
i ，mK

i ，qOK
i は，それぞれ，財i の輸

出額，移出額，輸入額，移入額である．なお，上添え字のO は県外をあらわす．たとえば，uKO
i  

は財i が県K から県外O に移出される財の流れをあらわし，qOK
i は財i が県外O から県K に移入され

る財の流れをあらわす．また，⑴式の各要素は，すべて公的な産業連関表から得られるものとす

る．

都道府県が公表する産業連関表から小地域産業連関表を推計する試みについて，本田・中澤
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（2000），朝日（2004），前川（2012），土居（2019）等，数多くの先行研究がある．小地域産業連

関表の作成は，⑴式の各要素を基本情報として，県K の一部である小地域R（多くの場合は市町

村）の各要素を推計することと同義である．

小地域Rの第i 部門の域内生産額（xR
i ）は，⑴式と同様の表記法を用いて，

	   ∑ 
  ∑  

      � ⑵

とあらわされる．ここで，新しく登場した上添え字のD は，県内のその他地域をあらわす．⑴式

と⑵式を比べると，当該小地域Rと県内のその他地域D との県内移出入（uRD
i ，qDR

i ）の推計が別

途必要であることが分かる．また，調整項 gR
i は，後述する統計上の不突合と産業連関表の部門概

念との整合性のために追加されている．

本研究で行う小地域産業連関表の基本手順は，下記の６段階である．

手順１：部門別域内生産額（CT；コントロール・トータルズ）xR
i の推計

手順２：中間財取引額 zR
ij  および粗付加価値額の推計

手順３：最終需要額 cR
ih の推計

手順４：県外取引額（輸出 eR
i ，県外移出 uRO

i ，輸入 mR
i ，県外移入 qOR

i ）の１次推計

手順５：バランス調整，調整項 gR
i ，県内純移出入 (uRD

i －qDR
i ) の推計

手順６：県内純移出入 (uRD
i －qDR

i ) の県内移出 uRD
i と県内移入 qDR

i への分離

以下，上記の手順を順番に説明する．

Ⅲ　手順１：部門別域内生産額の推計

Ⅲ．１　従業者比率をもとにした推計

精度の高い小地域産業連関表を作成するために最も重要な手順は，部門別域内生産額 xR
i の推計

である．その際，総務省統計局『経済センサス』（平成18年までは同『事業所・企業調査』）の産

業別従業者の小地域と都道府県の比を用いて，都道府県産業連関表の部門別生産額から小地域内

部門別生産額を分割する手法が広く用いられている．『経済センサス』は，その名が示す通り全数

調査であり，市町村別の詳細結果が利用可能である．したがって，本研究でも同様の推計手法を

小地域内生産額の基本推計方法とする．

総務省統計局『平成26年経済センサス―基礎調査』（以下，2014年経済センサス）より，全国の

市区町村別・産業小分類別の従業者数（事業所に関する集計）が得られる．当該調査は民営およ

び国・地方自治体の事業所を含む全事業所を対象としており，公立学校，水道事業，公立病院等

の活動を含めた域内生産額の推計にそのまま利用可能である．
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たとえば，土居（2019）は，2011年都道府県産業連関表をもとに市町村産業連関表を推計する

方法を解説しているが，民営事業所については総務省統計局『平成24年経済センサス―活動調査』

（民営事業所のみが対象）の数値をそのまま用い，国・地方自治体の事業所については同『平成21

年経済センサス―基礎調査』と『平成26年経済センサス―基礎調査』をもとに直線補間法で2011

年の産業別従業者数を推計している．

本研究で行う2015年小地域表の推計に際しては，国・地方自治体の事業所に関して利用可能な

直近の市町別従業者数は2014年経済センサスであるため，調査年次のずれにはこだわらず，民営

事業所についても2014年経済センサスの調査結果をそのまま利用することとした．

まず，2014年経済センサスから静岡県の市町別・産業小分類別従業者をとり，伊豆半島地域７

市６町の合計を求めた．次に，日本産業標準分類による産業小分類と2015年静岡県表の統合小分

類（全国表と同様の187部門）の対応を整理した．その際，総務省（2020）に掲載されている「第

９章 部門別概念・定義・範囲」の記載事項を確認しながら慎重に両部門分類の対応を考える必要

がある．たとえば，日本標準産業分類の産業小分類［642 質屋］は，2014年経済センサスでは産

業大分類［J 金融業，保険業］に属するが，2015年表の部門分類では，「5112 小売」に含まれる．

同様に，2015年表の統合小分類「3921 再生資源回収・加工処理」には，2014年経済センサスの細

分類［2292 鉄スクラップ加工処理業］が含まれる［229 その他の鉄鋼業］および［536 再生資源

卸売業］を対応させた．

また，2014年経済センサスの産業分類を産業連関表の基本概念であるアクティビティベースの

推計になるべく近づけるため，経済センサスの産業中分類の小計から産業小分類［管理，補助的

経済活動を行う事業所］に属する従業者数を除くなどの調整を行った．

さらに，統合小分類「4121 建設補修」については，2014年経済センサスに対応する産業小分類

がないため，産業大分類［D 建設業］のうち，［管理管理，補助的経済活動を行う事業所］分を

除いた従業者数合計を用いた．付表Aに2014年経済センサスの産業小分類と2015年静岡県表（統

合小分類：187部門）の対応関係をまとめたので，参照いただきたい．

上記の対応関係をもとに，静岡県内の全35市町の合計と伊豆半島地域７市６町の合計との比を

求め，2015年静岡県表の部門別県内生産額を伊豆半島地域と静岡県内その他地域に分割する．以

下，県内生産額の分割比率のことを分割係数と呼ぶこととする．付表Bは2015年静岡県表（統合

小分類：187部門）に合わせた部門分類別の分割係数とその算出根拠をまとめたものである．

Ⅲ．２　その他の分割係数をもちいた部門別域内生産額の推計

2014年経済センサスの調査対象には，個人経営の事業所が含まれていない（土居（2019），155

頁）．静岡県の農林水産業や鉱業については，個人経営のシェアが大きいと考えられるため，伊豆
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半島地域表の域内生産額推計に必要な分割係数の根拠を他の資料に求める必要がある．

農林水産省『市町村別農業産出額（推計）』から，2015年の静岡県内の全35市町の耕種農業と畜

産農業の産出額が得られる．同資料の［米］［麦類］［雑穀］の産出額合計を2015年静岡県表の統合

小分類「0111 穀類」に，［豆類］［いも類］の産出額合計を同「0112 いも・豆類」に対応させた．

また，［野菜］［果実］［畜産］は，それぞれ，同「0113 野菜」「0114 果実」「0121 畜産」にそのま

ま対応させた．さらに，統合小分類「0115 その他の食用作物」および「0116 非食用作物」には，

［花き］［工芸農作物］［その他作物］の産出額合計を対応させた．

林業，水産業，鉱業については，静岡県データ活用推進課『令和元年度 しずおかけんの地域経

済計算』から経済活動別市町内総生産（市町GDP，2008SNA，平成27年基準計数）が得られる．

2014年度と2015年度の市町GDPを2015年に暦年変換したうえで，［２．林業］を統合小分類「0151  

育林」「0152 素材」「0153 特用林産物」に，［３．水産業］を同「0171 海面漁業」「0172 内水面漁

業」に，［４．鉱業］を同「0621 砂利・砕石」に対応させた．静岡県内の全35市町の合計（県民経

済計算の経済活動別県内総生産と一致）と伊豆半島地域７市６町の合計の比を分割係数とした．

製造業については，規模の経済性を反映するため，総務省統計局『平成28年経済センサス―活

動調査』の製造品出荷額を分割係数の根拠とした（土居（2019），153頁）．同資料から，製造業に

属する24産業（中分類）の製造品出荷額が静岡県と市町別に得られる．なお，一部の市町で産業

別内訳が秘匿されていることがある．その場合は，内訳不明の製造品出荷額から，同資料に掲載

されている従業者総数の比をもとに市町別・産業別製造品出荷額を独自に推計した．そのうえで，

静岡県と伊豆半島地域の産業別製造品出荷額の比を分割係数とした．

建築業については，国土交通省『建築着工統計調査』から2015年の市町別の着工建築物の工事

費予定額が得られる．用途別大分類［A 居住専用住宅］［B 居住専用準住宅］［C 居住産業併用建

築物］の合計を統合小分類「4111 住宅建築」に，［全建物］と上記合計の差を統合小分類「4112  

非住宅建築」に対応させ，伊豆半島地域と静岡県の工事費予定額の比を分割係数として用いた．

市町別の工事予定額は，一部，秘匿されているので，静岡県全体の床面積当たりの単価を用いて

独自に推計を行った．

統合小分類「4131 公共事業」については，土居（2019）と同様に，総務省『市町村決算カー

ド』の［土木費］と［災害復旧費］の合計を分割係数の根拠とした．同資料からは，静岡県の支

出額と各市町の支出額が得られる．2015年静岡県表の小分類「4131 公共事業」の生産額は，部門

概念上，静岡県と各市町の［土木費］［災害復旧費］支出額の合計に対応する．静岡県の［土木費］

［災害復旧費］支出額の一部は伊豆半島地域の公共事業に使われると考えられるが，その内訳は不

明である．そのため，本研究では，静岡県が支出する［土木費］［災害復旧費］のうち，各市町へ

の支出分が各市町の［土木費］［災害復旧費］の規模に比例すると仮定した．したがって，「4131  
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公共事業」の分割係数は，静岡県内の全35市町の［土木費］［災害復旧費］の合計に対する伊豆半

島地域７市６町の［土木費］［災害復旧費］の合計の比となる．なお，総務省『市町村決算カード』

は年度単位なので，2014年度と2015年の決算額を2015年に暦年変換して用いた．

統合小分類「5531 住宅賃貸料（帰属家賃）」については，総務省統計局『平成27年国勢調査』

の市町別持ち家世帯数を集計し，その比を分割係数として用いた．また，統合小分類「6322 企業

内研究開発」については，前川（2012）を参考に，先に求めた製造業の生産額合計の静岡県と伊

豆半島地域の比を分割係数とした．最後に，産業連関表の統計的な整合性のために設定される仮

設部門「5731 自家輸送（旅客自動車）」「5732 自家輸送（貨物自動車）」「6811 事務用品」「6911 分

類不明」については，それらを除いた全部門の生産額合計の比を分割係数とした．

これまで推計した統合小分類（187部門）別の分割係数を2015年静岡県表の部門別県内生産額 

xK
i に乗じることで，伊豆半島地域表の部門別域内生産額 xR

i が得られる．詳細な部門対応，推計根

拠，推計結果については，付表Bを参照いただきたい．

Ⅳ　手順２：中間財取引額および粗付加価値額の推計

2015年静岡県表から得られる投入係数行列に，前節で求めた伊豆半島地域の域内生産額 xR
i を乗

じることによって，伊豆半島地域表の中間財取引額行列 zR
ij  が推計できる．この時点では，伊豆半

島地域の投入係数（技術係数）が静岡県のそれと等しいと仮定していることになる．本田・中澤

（2000）をはじめとした多くの先行研究は，できる限り細かい部門分類で小地域産業連関表を推計

することを推奨している．生産波及効果等の測定の際に適切な部門統合を行うことで，小地域の

技術的な独自性を反映することができるからである．

同様に，2015年静岡県表から得られる粗付加価値係数行列に伊豆半島地域の域内生産額 xR
i を乗

じることにより，伊豆半島地域の粗付加価値額行列が求められる．この時点で，伊豆半島地域表

の投入表（187部門別のタテ列）が完成する．

Ⅴ　手順３：最終需要額の推計

つづいて，伊豆半島地域表の最終需要額の１次推計値 cR*
ih（タテ列）の推計を行う．後述のバラ

ンス調整を行う可能性があるので，ここでは，最終需要額の１次推計であることを強調する意味

でアスタリスク「＊」を上添え字に追加する．

手順２で粗付加価値額行列を推計した際に，伊豆半島地域表の「家計外消費支出（行）」が得ら

れている．最終需要（タテ列）の「家計外消費支出（列）」の合計は，粗付加価値（ヨコ行）の
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「家計外消費支出（行）」の合計に一致する必要がある．そのため，2015年静岡県表の「家計外消

費支出（列）」の構成比に伊豆半島地域の「家計外消費支出（行）」の合計額を乗じることで，伊

豆半島地域表の「家計外消費支出（列）」を推計した．

次に，「家計消費支出」および「対家計民間非営利団体消費支出」（タテ列）については，土居

（2019）を参考に，以下のような推計を行った．総務省統計局『全国家計構造調査』（平成26年ま

では同『全国消費実態調査』）より，静岡県，沼津市，静岡県内経済圏Ａ（伊豆），静岡県内経済

圏Ｂ（東部）について，１世帯当たり１か月間の消費支出額が得られる．まずは，2014年と2019

年の調査結果から直線補間で2015年の消費支出額を求めた．次に，本研究の対象である伊豆半島

地域７市６町の市町別に消費支出額の対静岡県比率を求めた．この対静岡県比率は，１世帯当た

り１か月間の市町別消費単価に相当する．こうして求めた市町別対静岡県比率を総務省統計局『平

成27年国勢調査』の市町別人口に乗じ，その伊豆半島地域合計を求めた．伊豆半島地域合計と静

岡県人口の比（14.92%）を2015年静岡県表「家計消費支出」「対家計民間非営利団体消費支出」に

乗じることにより，伊豆半島地域表のタテ列を推計した．この方法では，「家計消費支出」「対家計

民間非営利団体消費支出」の構成比に地域差がないことを仮定していることになる．

「一般政府消費支出」および「一般政府消費支出（社会資本等減耗分）」については，総務省統

計局『平成27年国勢調査』から［S 公務］の［従業地による15歳以上就業者数］をとり，伊豆半

島地域の従業者数の対静岡県比（14.72%）を算出し，静岡県表のタテ列に乗じて求めた．した

がって，政府関連支出の構成比にも地域差がないことを仮定している．

「域内総固定資本形成（公的）」については，総務省『市町村決算カード』の市町別［投資的経

費計］から［うち人件費］を除き，伊豆半島地域７市６町合計と静岡県内全35市町合計の比

（14.32%）を，2015年静岡県表の「県内総固定資本形成（公的）」に乗じて求めた．手順１の小分

類「4131 公共事業」の推計方法と類似の方法である．

「域内総固定資本形成（民間）」および「在庫純増」については，対応する2015年静岡県表のタ

テ列の各要素に，手順１で求めた部門別域内生産額と部門別県内生産額の比（xR
i /xK

i ）を乗じて

求めた．ただし，県内生産額がゼロ（したがって域内生産額もゼロ）の部門「0629 その他の鉱

物」「2612 鉄屑」「2712 非鉄金属屑」「5751 航空輸送」については，内生部門計の比を用いた．

Ⅵ　手順４：県外取引額の１次推計

つづいて，伊豆半島地域表の県外取引額の１次推計を行う．

輸出 eR*
i および県外移出 uRO*

i については，伊豆半島地域の域内生産額のうち，一定割合が海外お

よび県外に移輸出されると仮定し，2015年静岡県表から得られる部門別輸出係数，部門別移出係
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数を，手順１で求めた部門別域内生産額に乗じることによって求めた．ただし，この方法を機械

的に適用すると，「2612 鉄屑」の県外への移出額がゼロとなる．一方で，2015年静岡県表では，各

産業部門および最終需要部門からマイナス投入された鉄屑取引額合計の同額が県外移出されたと

みなすことによって，「2612 鉄屑」の県内生産額がゼロとなるように部門概念上の調整を行って

いる．本研究でも同様の方法により，伊豆半島地域の各産業部門および最終需要部門からマイナ

ス投入された鉄屑取引額合計の同額が県外移出されたとみなし，正の取引額を「2612 鉄屑」の県

外移出 uRO*
i とした．

輸入 mR*
i および県外移入 qOR*

i については，域内需要のうち，一定割合が海外および県外から移

輸入されると仮定し，2015年静岡県表から得られる部門別輸入係数，部門別移入係数を手順２と

手順３で求めた部門別域内需要額の１次推計値に乗じることによって求めた．

Ⅶ　手順５：バランス調整と調整項の推計

手順４までの推計過程で，⑵式より，県内純移出入の１次推計ができる．

	 ∗ ∑ ∑ � ⑶

なお，現時点では，調整項 gR
i はゼロなので，⑶式に記載していない．

⑶式中の域内生産額 xR
i と中間財取引額 zR

ij については，2015年静岡県表の情報を用いて推計して

いるが，その他の要素については，部門の特性と照らし合わせて「＊」付きの１次推計値の調整

をする必要がある．たとえば，建設や公共事業等は，部門分類の概念上，移出入がゼロでなけれ

ばならない（前川（2012），139頁）が，これまでの推計過程，特に手順３および手順４の方法で

は，そのことが保証されていないからである．そのため，本研究では，2015年静岡県表（⑴式）

において移出額 uKO
i と移入額 qOK

i がともにゼロである部門を「定義上，移出入がゼロでなければな

らない部門」であるとみなし，バランス調整の対象とした．

たとえば，⑶式からは，「5741 外洋輸送」の県内純移出入の１次推計値が非ゼロ（－5.468）と

なった．ところが，2015年静岡県表の「5741 外洋輸送」の県外取引「移出」および「移入」はと

もにゼロである．したがって，県内移出入もゼロとする必要がある．そのため，伊豆半島地域表

の「5741 外洋輸送」の県内純移出入の１次推計値 (uRD
i －qDR

i )*を，輸出 eR*
i と輸入 mR*

i の１次推計

の比で按分し，県内純移出入がゼロとなるようにバランス調整を施した．

県外取引額で調整できない要バランス調整部門については，「家計外消費支出（列）」以外の最

終需要の取引額比で按分した．なお，この調整で「家計外消費支出（列）」を除いたのは，「家計

外消費支出（行）」の合計との整合性を保持するためである．
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以上の過程を経ても調整できない要バランス調整部門である「5731 自家輸送（旅客自動車）」

「5732 自家輸送（貨物自動車）」「6811 事務用品」については，調整項 gR
i に非ゼロの取引額を加え

た．

手順１から手順５までで県内移出入以外の要素が確定し，⑵式から県内純移出入額

	 ∑ ∑ � ⑷

が推計できた．

Ⅷ　手順６：県内移出入額の推計

残る課題は，⑷式で得られた県内純移出入額 (uRD
i －qDR

i ) を県内移出 uRD
i と県内移入－qDR

i に分

離することである．先行研究では，LQ法（location quotient method；ロケーション係数法）やそ

の改良版を用いて，地域間交易係数を求める方法が多いようである（たとえば，朝日（2004），石

川（2004）ほか）．また，中野・西村（2007）は，グラビティモデル（gravity model；重力モデ

ル）による地域間交易係数の推計方法を提案している．そのほかにも様々な方法が利用可能では

あるが，いずれの手法でも，もう一度，手順５で行ったバランス調整をする必要がある．

本研究では，さらなるバランス調整の煩雑さを避けるため，武田（2020）を参考に，生産・需

要シェア法と呼ばれる手法を援用することした．なお，生産・需要シェア法は，武田（2020）に

よる呼称である．そのアイデア自体は前川（2019）で示され，土居（2019）では「前川方式」と

呼称し，他の方法との比較と実用上の検討がなされてる．

土居（2019）は，生産・需要シェア法の利点について，「市町村の移出と移入が，都道府県表の

域内外の取引と整合性を保っていて，通常，市町村表の作表で行う最後の段階のタテヨコのバラ

ンス調整をしなくても，タテ列とヨコ行の整合性のある市町村表ができあがることです」と述べ

ている（173頁）．本研究では簡便な調整方法としてその利点を活用し，県内純移出入額  

(uRD
i －qDR

i ) の県内移出 uRD
i と県内移入－qDR

i の分離に生産・需要シェア法を援用することとする．

生産・需要シェア法の詳細は，前川（2012），土居（2019），武田（2022）の解説にゆだねるとし

て，ここでは，この方法の概略と本研究での応用方法を簡単に述べるにとどめる．

生産・需要シェア法の基本的な着想は，下記のとおりである．たとえば，2015年静岡県表（⑴

式）の中間財取引額 zK
ijには，伊豆半島地域内（RR）の中間財取引 yRR

i j ，県内のその他地域内（DD）

での中間財取引 yDD
ij のほかに，伊豆半島地域R から県内その他地域D への中間財取引 yRD

ij と，県内

その他地域D から伊豆半島地域R への中間財取引 yDR
ij が含まれている．すなわち，
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	 � ⑸

である．生産・需要シェア法では，地域内需要と地域内生産のシェアの大きさにより，県内の中

間財取引額 zK
ij から伊豆半島地域の県内移出 yRD

ij と県内移入 yDR
ij を推計する．県内中間財取引のう

ち，地域内生産を地域内需要が上回った場合に正の県内移出（県内移入はゼロ）とみなし，地域

内需要が地域内生産を上回った場合に正の県内移入（県内移出はゼロ）とする．

また，最終需要項目も同様に

	 � ⑹

と分解してあらわされ，同じ方法を適用して，県内最終需要 cK
ihから伊豆半島地域の県内移出 f RD

ih

と県内移入 f DR
ih を推計する．このようにして求めた伊豆半島地域の県内移出のヨコ行の和 

∑ j yRD
i j ＋∑h f RD

ih を財i の県内移出額計とする．同様に，伊豆半島地域の県内移入のヨコ行の和 

∑ jyDR
i j ＋∑h f DR

ih を財i の県内移入額計とする．以上が生産・需要シェア法の基本的な考え方である．

なお，本研究では，生産・需要シェア法による推計値をそのまま利用することはせず，それぞ

れ，伊豆半島地域表の県内移出額計の１次推計値 uRD*
i ＝∑ jyRD

i j ＋∑h f RD
ih ，県内移入額計の１次推計

値 qDR*
i ＝∑ jyDR

i j ＋∑h f DR
ih として用いた．⑷式から得られた県内純移出入額 (uRD

i －qDR
i ) を１次推計

値 uRD*
i ，－qDR*

i の比で按分し，県内移出 uRD
i と県内移入－qDR

i に分離した．本研究の方法をもちい

れば，追加のバランス調整を回避することができ，⑵式のすべての要素が他の要素と整合的に推

計できる．

Ⅸ　2015年伊豆半島地域産業連関表と今後の検討課題

以上の手順１から手順６で，2015年伊豆半島地域産業連関表の推計が完成した．推計自体は統

合小分類（187部門）で行ったが，生産波及効果を求めるなどの実際の分析に際しては，適切な部

門統合を行うことが一般的である．紙面の都合で187部門の内生部門を13部門に統合したひな形の

結果表を表１にまとめる．なお，⑵式あるいは⑷式との対応を明示するため，表１には本研究で

用いた各要素の記号を付記した．

本研究では，2015年静岡県表をもとに，2015年伊豆半島地域表を推計した．いわゆるノン・サー

ベイ法の簡易推計ではあるが，小地域産業連関表の推計で最も苦労するバランス調整を簡略化し

つつ，静岡県表と整合的な小地域表を作成できた．同じ方法は，他の地域表の推計にも適用可能

である．本研究で推計した2015年伊豆半島地域表を用いた応用分析については，別の機会に譲る

こととする．
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なお，静岡県表と伊豆半島地域表の差から，県内その他地域の産業連関表が作成できる．また，

県内移出入額から地域間交易係数の推定も容易に可能である（浅利・土居（2016））．したがって，

本研究の推計結果を活用すれば，伊豆半島地域と県内その他地域の２地域間産業連関表が作成で

きる．また，地域間交易係数を活用すれば２地域間産業連関モデルへの拡張も可能である．本研

究の成果の発展的活用を今後の課題としたい．
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0
0

7,0
29

7,0
29

12
サ

ー
ビ

ス
1,1

83
8

35
,09

3
22

,01
8

6,0
99

30
,96

9
21

,66
9

12
,42

1
29

,11
8

22
,53

2
16

,65
9

10
2,3

10
1,8

06
30

1,8
85

13
分

類
不

明
37

2
3

3,7
42

3,3
57

29
9

2,3
47

86
1

74
6

1,7
53

44
8

11
8

5,1
36

0
19

,17
9

14
内

生
部

門
計

27
,54

6
11

0
59

9,9
85

12
7,6

54
45

,28
8

11
3,9

05
56

,75
4

69
,11

9
96

,59
4

62
,93

8
38

,52
1

45
4,2

46
16

,76
6

1,7
09

,42
5

15
家

計
外

消
費

支
出

（
行

）
88

9
9

13
,92

7
4,8

19
91

6
7,2

14
5,3

24
1,7

17
3,8

49
1,6

70
1,3

21
18

,47
7

11
9

60
,25

0
16

賃
金

・
俸

給
8,3

23
43

15
2,4

18
73

,30
6

6,2
42

11
4,2

96
43

,88
0

23
,10

2
54

,00
2

15
,96

7
36

,32
8

38
9,3

04
30

2
91

7,5
13

17
社

会
保

険
料

(雇
用

主
負

担
）

71
1

6
20

,25
4

9,0
14

89
1

13
,25

0
6,2

37
1,8

23
7,2

67
1,8

53
7,6

14
48

,76
1

39
11

7,7
21

18
そ

の
他

の
給

与
及

び
手

当
32

4
3

10
,13

4
3,2

64
65

6
5,4

67
6,3

89
69

9
3,8

06
71

6
5,1

30
15

,77
5

19
52

,38
1

19
営

業
余

剰
13

,42
4

13
35

,40
6

6,7
44

7,1
38

37
,40

7
44

,01
8

16
8,1

99
16

,52
3

27
,09

8
0

68
,92

1
9,5

05
43

4,3
96

20
資

本
減

耗
引

当
8,6

35
16

10
9,3

16
8,8

71
15

,60
6

24
,77

6
13

,03
4

14
4,2

17
31

,26
4

20
,46

2
0

10
1,2

81
1,3

98
47

8,8
76

21
資

本
減

耗
引

当
（

社
会

資
本

等
減

耗
分

）
0

0
0

0
52

4
0

0
0

31
0

47
,53

8
14

,59
4

0
62

,68
6

22
間

接
税（

関
税・

輸
入

品
商

品
税

を
除

く
。）

2,8
02

10
17

,32
2

8,7
15

2,2
22

13
,57

6
3,4

35
21

,17
9

11
,70

8
4,8

87
15

4
36

,84
2

49
9

12
3,3

51
23

（
控

除
）

経
常

補
助

金
－1

,67
3

0
－4

56
－1

,53
2

－1
,33

9
－1

57
－2

,49
7

－1
31

－9
38

－1
0

－4
,60

5
－1

45
－1

3,4
75

24
粗

付
加

価
値

部
門

計
33

,43
5

99
35

8,3
21

11
3,2

01
32

,85
5

21
5,8

29
11

9,8
19

36
0,8

05
12

7,5
12

72
,65

3
98

,08
4

68
9,3

50
11

,73
6

2,2
33

,70
0

25
県

内
生

産
額

60
,98

1
20

9
95

8,3
06

24
0,8

55
78

,14
3

32
9,7

34
17

6,5
73

42
9,9

24
22

4,1
05

13
5,5

91
13

6,6
06

1,1
43

,59
6

28
,50

3
3,9

43
,12

5

（
単

位
：

百
万

円
）

（
注

）
統

合
小

分
類

（
18

7部
門

）
で

推
計

し
た

20
15

年
伊

豆
半

島
地

域
産

業
連

関
表

の
内

生
部

門
を

13
部

門
に

統
合

し
た

．
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表
１
（
2/
2）
：
20
15
年
伊
豆
半
島
地
域
産
業
連
関
表

cR ih
eR i

uR
O i

uR
D i

－m
R i

－q
O
R
i

－q
DR i

gR i
xR i

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

家
計

外
消

費
支

出
（

列
）

家
計

消
費

支
出

対家
計民

間
非営

利団
体

消
費

支
出

一
般

政
府

消
費

支
出

一
般

政
府

消
費

支
出

（
社

会
資

本
等

減
耗

分
）

域内
総固

定
資

本
形

成
（

公
的

）

域内
総固

定
資本

形成
（

民
間

）
在

庫
純

増
輸

出
県

外
移

出
県

内
移

出
（

控
除

）
輸

入
（

控
除

）
県

外
移

入
（

控
除

）
県

内
移

入
調

整
項

域
内

生
産

額

1
農

林
漁

業
27

0
16

,20
7

0
0

0
0

30
6

2,4
13

21
6

32
,12

7
10

,75
7

－9
,40

8
－3

0,7
55

－1
,36

6
0

60
,98

1

2
鉱

業
－2

1
－2

6
0

0
0

0
－3

－2
0

68
0

－1
,74

1
－2

1,1
25

－8
82

0
20

9

3
製

造
業

6,5
08

24
4,2

58
0

25
0

12
,39

6
71

,00
9

55
8

12
1,4

18
64

6,5
61

35
,71

5
－1

41
,04

2
－6

28
,01

6
－1

24
,58

7
－1

,01
3

95
8,3

06

4
建

設
0

0
0

0
0

59
,92

9
16

5,1
46

0
0

0
0

0
0

0
0

24
0,8

55

5
電力

・ガ
ス・

水道
38

71
,98

3
0

－2
,64

0
80

6
0

0
0

0
0

1
－6

－2
8,1

43
－4

4,6
37

0
78

,14
3

6
商

業
6,6

05
20

4,2
07

0
38

0
2,0

66
17

,30
2

44
6

5,7
27

10
0,7

72
41

,73
0

－1
28

－1
76

,32
3

－8
,92

3
0

32
9,7

34

7
金

融
・

保
険

1
75

,37
6

0
0

0
0

0
0

1,0
51

26
,03

0
23

,35
2

－3
64

－1
4,6

03
－1

1,4
61

0
17

6,5
73

8
不

動
産

0
35

1,4
60

0
14

5
0

0
11

,46
9

0
0

0
25

,24
4

0
－4

,79
0

－1
,66

0
0

42
9,9

24

9
運

輸
・

郵
便

1,6
52

67
,04

0
0

16
5

27
24

8
1,2

33
15

0
6,2

22
10

5,7
56

18
,39

9
－5

,97
9

－8
4,7

97
－1

6,6
27

－1
0,0

60
22

4,1
05

10
情

報
通

信
71

7
59

,22
3

0
13

2
0

4,3
90

27
,10

1
5

48
7

15
,14

9
25

,92
7

－1
0,5

54
－8

7,6
48

－3
,34

0
0

13
5,5

91

11
公

務
0

5,8
87

0
75

,76
0

47
,93

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
13

6,6
06

12
サ

ー
ビ

ス
44

,48
0

28
7,1

44
25

,46
6

26
1,3

21
17

,60
8

12
,04

4
48

,31
1

0
5,9

16
12

3,4
82

20
9,7

57
－1

5,0
19

－1
54

,84
1

－2
3,9

58
0

1,1
43

,59
6

13
分

類
不

明
0

43
0

0
0

0
0

0
18

15
,45

4
2,5

61
－2

,73
0

－2
,36

2
－3

,66
0

0
28

,50
3

14
内

生
部

門
計

60
,25

0
1,3

82
,80

1
25

,46
6

33
4,9

46
66

,37
1

91
,07

3
34

1,8
73

3,5
71

14
1,0

55
1,0

65
,39

9
39

3,4
43

－1
86

,97
2

－1
,23

3,4
03

－2
41

,10
0

－1
1,0

73
3,9

43
,12

5

（
単

位
：

百
万

円
）

（
注

）
統

合
小

分
類

（
18

7部
門

）
で

推
計

し
た

20
15

年
伊

豆
半

島
地

域
産

業
連

関
表

の
内

生
部

門
を

13
部

門
に

統
合

し
た

．
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付
表
Ａ
（
1/
4）
：
20
15
年
産
業
連
関
表
統
合
小
分
類
と
日
本
標
準
産
業
分
類
と
の
対
応

20
15

年
静

岡
県

産
業

連
関

表
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

部
門

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

日
本

標
準

産
業

分
類

う
ち

，
除

外
さ

れ
る

産
業

小
部

門
8

01
31

農
業

サ
ー

ビ
ス

［
01

3農
業

サ
ー

ビ
ス

業
（

園
芸

サ
ー

ビ
ス

業
を

除
く

）］
［

74
1獣

医
業

］
12

6
39

21
再

生
資

源
回

収
・

加
工

処
理

［
22

9そ
の

他
の

鉄
鋼

業
］［

53
6再

生
資

源
卸

売
業

］
12

9
41

21
建

設
補

修
［

D
建

設
業

］（
注

）
13

1
41

91
そ

の
他

の
土

木
建

設
［

06
1一

般
土

木
建

築
工

事
業

］
［

06
2土

木
工

事
業

（
舗

装
工

事
業

を
除

く
）］

［
06

3舗
装

工
事

業
］

13
2

46
11

電
力

［
33

1電
気

業
］

13
3

46
21

都
市

ガ
ス

［
34

1ガ
ス

業
］

13
4

46
22

熱
供

給
業

［
35

1熱
供

給
業

］
13

5
47

11
水

道
［

36
 水

道
業

］（
注

）
13

6
48

11
廃

棄
物

処
理

［
88

1一
般

廃
棄

物
処

理
業

］［
88

2産
業

廃
棄

物
処

理
業

］
［

88
9そ

の
他

の
廃

棄
物

処
理

業
］

13
7

51
11

卸
売

［
50

 各
種

商
品

卸
売

業
］（

注
）

［
51

 繊
維

・
衣

服
等

卸
売

業
］（

注
）

［
52

 飲
食

料
品

卸
売

業
］（

注
）

［
53

 建
築

材
料

，
鉱

物
・

金
属

材
料

等
卸

売
業

］（
注

）
［

53
6 

再
生

資
源

卸
売

業
］

［
54

 機
械

器
具

卸
売

業
］（

注
）

［
55

 そ
の

他
の

卸
売

業
］（

注
）

13
7

51
12

小
売

［
95

9他
に

分
類

さ
れ

な
い

サ
ー

ビ
ス

業
］

［
56

 各
種

商
品

小
売

業
］（

注
）

［
57

 織
物

・
衣

服
・

身
の

回
り

品
小

売
業

］（
注

）
［

58
 飲

食
料

品
小

売
業

］（
注

）
［

59
 機

械
器

具
小

売
業

］（
注

）
［

60
 そ

の
他

の
小

売
業

］（
注

）
［

61
 無

店
舗

小
売

業
］（

注
）

［
64

2質
屋

］
（

注
）「

管
理

管
理

，
補

助
的

経
済

活
動

を
行

う
事

業
所

」
分

を
除

い
た

合
計

．
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付
表
Ａ
（
2/
4）
：
20
15
年
産
業
連
関
表
統
合
小
分
類
と
日
本
標
準
産
業
分
類
と
の
対
応

20
15

年
静

岡
県

産
業

連
関

表
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

部
門

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

日
本

標
準

産
業

分
類

う
ち

，
除

外
さ

れ
る

産
業

小
部

門
13

9
53

11
金

融
［

62
 銀

行
業

］（
注

）
［

63
 協

同
組

織
金

融
業

］（
注

）
［

64
 貸

金
業

，
ク

レ
ジ

ッ
ト

カ
ー

ド
業

等
非

預
金

信
用

機
関

］（
注

）
［

64
2 

質
屋

］
［

65
 金

融
商

品
取

引
業

，
商

品
先

物
取

引
業

］（
注

）
［

66
 補

助
的

金
融

業
等

］（
注

）
14

0
53

12
保

険
［

67
 保

険
業

（
保

険
媒

介
代

理
業

，
保

険
サ

ー
ビ

ス
業

を
含

む
）］

（
注

）
14

1
55

11
不

動
産

仲
介

及
び

賃
貸

［
68

 不
動

産
取

引
業

］（
注

）
［

69
 不

動
産

賃
貸

業
・

管
理

業
］（

注
）

［
69

2 貸
家

業
，貸

間
業

］［
69

3 駐
車

場
業

］
14

4
57

11
鉄

道
旅

客
輸

送
［

42
1鉄

道
業

］
14

5
57

12
鉄

道
貨

物
輸

送
［

42
1鉄

道
業

］
14

6
57

21
道

路
旅

客
輸

送
［

43
 道

路
旅

客
運

送
業

］（
注

）
14

7
57

22
道

路
貨

物
輸

送（
自

家
輸

送
を

除
く

。）
［

44
 道

路
貨

物
運

送
業

］（
注

）
［

44
4 

集
配

利
用

運
送

業
］

15
0

57
41

外
洋

輸
送

［
45

1外
航

海
運

業
］

15
1

57
42

沿
海

・
内

水
面

輸
送

［
45

2沿
海

海
運

業
］

15
1

57
42

沿
海

・
内

水
面

輸
送

［
45

3内
陸

水
運

業
］

15
2

57
43

港
湾

運
送

［
48

1港
湾

運
送

業
］

15
3

57
51

航
空

輸
送

［
46

1航
空

運
送

業
］

15
4

57
61

貨
物

利
用

運
送

［
44

4集
配

利
用

運
送

業
］

15
4

57
61

貨
物

利
用

運
送

［
48

2貨
物

運
送

取
扱

業
（

集
配

利
用

運
送

業
を

除
く

）］
15

5
57

71
倉

庫
［

47
1倉

庫
業

（
冷

蔵
倉

庫
業

を
除

く
）］

［
47

2冷
蔵

倉
庫

業
］

15
6

57
81

こ
ん

包
［

48
4こ

ん
包

業
］

15
7

57
89

そ
の

他
の

運
輸

附
帯

サ
ー

ビ
ス

［
48

3運
送

代
理

店
］［

48
5運

輸
施

設
提

供
業

］
［

48
9そ

の
他

の
運

輸
に

附
帯

す
る

サ
ー

ビ
ス

業
］

［
79

1旅
行

業
］

15
8

57
91

郵
便

・
信

書
便

［
49

1郵
便

業
（

信
書

便
事

業
を

含
む

）］
［

86
1郵

便
局

］［
86

2郵
便

局
受

託
業

］
（

注
）「

管
理

管
理

，
補

助
的

経
済

活
動

を
行

う
事

業
所

」
分

を
除

い
た

合
計

．



― ―79

伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

付
表
Ａ
（
3/
4）
：
20
15
年
産
業
連
関
表
統
合
小
分
類
と
日
本
標
準
産
業
分
類
と
の
対
応

20
15

年
静

岡
県

産
業

連
関

表
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

部
門

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

日
本

標
準

産
業

分
類

う
ち

，
除

外
さ

れ
る

産
業

小
部

門
15

9
59

11
通

信
［

37
 通

信
業

］（
注

）
16

0
59

21
放

送
［

38
 放

送
業

］（
注

）
16

1
59

31
情

報
サ

ー
ビ

ス
［

39
1ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
業

］
［

39
2情

報
処

理
・

提
供

サ
ー

ビ
ス

業
］

16
2

59
41

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
附

随
サ

ー
ビ

ス
［

40
1イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

附
随

サ
ー

ビ
ス

業
］

16
3

59
51

映
像

・
音

声
・

文
字

情
報

制
作

［
41

 映
像

・
音

声
・

文
字

情
報

制
作

業
］（

注
）

16
4

61
11

公
務

（
中

央
）

［
97

 国
家

公
務

］
16

5
61

12
公

務
（

地
方

）
［

98
 地

方
公

務
］

16
6

63
11

学
校

教
育

［
81

 学
校

教
育

］（
注

）
［

81
8 

学
校

教
育

支
援

機
関

］
16

7
63

12
社

会
教

育
・

そ
の

他
の

教
育

［
82

1社
会

教
育

］［
82

2職
業

・
教

育
支

援
施

設
］

［
82

9他
に

分
類

さ
れ

な
い

教
育

，
学

習
支

援
業

］
16

8
63

21
学

術
研

究
機

関
［

71
1自

然
科

学
研

究
所

］
［

71
2人

文
・

社
会

科
学

研
究

所
］

17
0

64
11

医
療

［
83

 医
療

業
］（

注
）

17
1

64
21

保
健

衛
生

［
84

 保
健

衛
生

］（
注

）
17

2
64

31
社

会
保

険
・

社
会

福
祉

［
85

1社
会

保
険

事
業

団
体

］［
85

2福
祉

事
務

所
］

［
85

3児
童

福
祉

事
業

］［
85

5障
害

者
福

祉
事

業
］

［
85

9そ
の

他
の

社
会

保
険

・
社

会
福

祉
・

介
護

事
業

］
17

3
64

41
介

護
［

85
4老

人
福

祉
・

介
護

事
業

］
17

4
65

99
他

に
分

類
さ

れ
な

い
会

員
制

団
体

［
87

1農
林

水
産

業
協

同
組

合
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）］
［

87
2事

業
協

同
組

合
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）］
［

93
1経

済
団

体
］［

93
2労

働
団

体
］［

93
3学

術
・

文
化

団
体

］
［

93
4政

治
団

体
］［

93
9他

に
分

類
さ

れ
な

い
非

営
利

的
団

体
］

［
94

 宗
教

］
［

95
1集

会
場

］
17

5
66

11
物

品
賃

貸
業（

貸
自

動
車

業
を

除
く

。）
［

70
 物

品
賃

貸
業

］（
注

）
［

70
4 

自
動

車
賃

貸
業

］
（

注
）「

管
理

管
理

，
補

助
的

経
済

活
動

を
行

う
事

業
所

」
分

を
除

い
た

合
計

．
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付
表
Ａ
（
4/
4）
：
20
15
年
産
業
連
関
表
統
合
小
分
類
と
日
本
標
準
産
業
分
類
と
の
対
応

20
15

年
静

岡
県

産
業

連
関

表
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

部
門

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

日
本

標
準

産
業

分
類

う
ち

，
除

外
さ

れ
る

産
業

小
部

門
17

6
66

12
貸

自
動

車
業

［
70

4自
動

車
賃

貸
業

］
17

7
66

21
広

告
［

73
1広

告
業

］
17

8
66

31
自

動
車

整
備

［
89

1自
動

車
整

備
業

］
17

9
66

32
機

械
修

理
［

90
1機

械
修

理
業

（
電

気
機

械
器

具
を

除
く

）］
［

90
2電

気
機

械
器

具
修

理
業

］
18

0
66

99
そ

の
他

の
対

事
業

所
サ

ー
ビ

ス
［

72
1［

72
 専

門
サ

ー
ビ

ス
業

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）］

（
注

）
［

72
7 

著
述

・
芸

術
家

業
］

［
74

 技
術

サ
ー

ビ
ス

業
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）］
（

注
）

［
74

1 
獣

医
業

］［
74

6 
写

真
業

］
［

91
 職

業
紹

介
・

労
働

者
派

遣
業

］（
注

）
［

92
 そ

の
他

の
事

業
サ

ー
ビ

ス
業

］（
注

）
18

1
67

11
宿

泊
業

［
75

1［
75

 宿
泊

業
］（

注
）］

［
75

A 
会

社
・

団
体

の
宿

泊
所

］
18

2
67

21
飲

食
サ

ー
ビ

ス
［

76
 飲

食
店

］［
77

 持
ち

帰
り

・
配

達
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

］
18

3
67

31
洗

濯
・

理
容

・
美

容
・

浴
場

業
［

78
 洗

濯
・

理
容

・
美

容
・

浴
場

業
］（

注
）

18
4

67
41

娯
楽

サ
ー

ビ
ス

［
72

7著
述

・
芸

術
家

業
］

［
80

 娯
楽

業
］（

注
）

18
5

67
99

そ
の

他
の

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
［

01
4園

芸
サ

ー
ビ

ス
業

］
［

74
6写

真
業

］
［

79
3衣

服
裁

縫
修

理
業

］［
79

4物
品

預
り

業
］

［
79

5火
葬

・
墓

地
管

理
業

］［
79

6冠
婚

葬
祭

業
］

［
79

9他
に

分
類

さ
れ

な
い

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
］

［
82

3学
習

塾
］［

82
4教

養
・

技
能

教
授

業
］

［
90

3表
具

業
］［

90
9そ

の
他

の
修

理
業

］
（

注
）「

管
理

管
理

，
補

助
的

経
済

活
動

を
行

う
事

業
所

」
分

を
除

い
た

合
計

．
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伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

付
表
Ｂ
（
1/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

1
01

11
穀

類
18

,9
01

市
町

村
別

農
業

産
出

額
（

推
計

）
農

業
産

出
額

1,
83

7
19

9
千

万
円

10
.8

3%
2,

04
8

2
01

12
い

も
・

豆
類

4,
65

4
市

町
村

別
農

業
産

出
額

（
推

計
）

農
業

産
出

額
47

0
47

千
万

円
10

.0
0%

46
5

3
01

13
野

菜
61

,4
21

市
町

村
別

農
業

産
出

額
（

推
計

）
農

業
産

出
額

6,
37

2
98

8
千

万
円

15
.5

1%
9,

52
4

4
01

14
果

実
30

,5
96

市
町

村
別

農
業

産
出

額
（

推
計

）
農

業
産

出
額

3,
04

4
44

9
千

万
円

14
.7

5%
4,

51
3

5
01

15
そ

の
他

の
食

用
作

物
23

,1
72

市
町

村
別

農
業

産
出

額
（

推
計

）
農

業
産

出
額

3,
99

4
28

0
千

万
円

7.
01

%
1,

62
4

6
01

16
非

食
用

作
物

13
,3

88
市

町
村

別
農

業
産

出
額

（
推

計
）

農
業

産
出

額
3,

99
4

28
0

千
万

円
7.

01
%

93
9

7
01

21
畜

産
50

,0
13

市
町

村
別

農
業

産
出

額
（

推
計

）
農

業
産

出
額

5,
14

1
45

8
千

万
円

8.
91

%
4,

45
6

8
01

31
農

業
サ

ー
ビ

ス
18

,3
83

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

2,
22

3
30

9
人

13
.9

0%
2,

55
5

9
01

51
育

林
8,

30
1

し
ず

お
か

け
ん

の
地

域
経

済
計

算
市

町
内

総
生

産
7,

66
2

3,
19

2
百

万
円

41
.6

6%
3,

45
9

10
01

52
素

材
4,

03
9

し
ず

お
か

け
ん

の
地

域
経

済
計

算
市

町
内

総
生

産
7,

66
2

3,
19

2
百

万
円

41
.6

6%
1,

68
3

11
01

53
特

用
林

産
物

5,
05

8
し

ず
お

か
け

ん
の

地
域

経
済

計
算

市
町

内
総

生
産

7,
66

2
3,

19
2

百
万

円
41

.6
6%

2,
10

7
12

01
71

海
面

漁
業

58
,1

63
し

ず
お

か
け

ん
の

地
域

経
済

計
算

市
町

内
総

生
産

33
,4

73
14

,1
80

百
万

円
42

.3
6%

24
,6

40
13

01
72

内
水

面
漁

業
7,

00
8

し
ず

お
か

け
ん

の
地

域
経

済
計

算
市

町
内

総
生

産
33

,4
73

14
,1

80
百

万
円

42
.3

6%
2,

96
9

14
06

11
石

炭
・

原
油

・
天

然
ガ

ス
0

―
―

―
―

―
―

―
15

06
21

砂
利

・
砕

石
12

,1
18

し
ず

お
か

け
ん

の
地

域
経

済
計

算
市

町
内

総
生

産
9,

01
5

15
6

百
万

円
1.

73
%

20
9

16
06

29
そ

の
他

の
鉱

物
0

―
―

―
―

―
―

―
17

11
11

畜
産

食
料

品
17

4,
27

0
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

12
1,

26
4,

77
2

9,
82

8,
81

8
百

万
円

8.
11

%
14

,1
25

18
11

12
水

産
食

料
品

26
4,

81
6

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
12

1,
26

4,
77

2
9,

82
8,

81
8

百
万

円
8.

11
%

21
,4

64
19

11
13

精
穀

・
製

粉
57

,1
27

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
12

1,
26

4,
77

2
9,

82
8,

81
8

百
万

円
8.

11
%

4,
63

0
20

11
14

め
ん

・
パ

ン
・

菓
子

類
25

0,
24

3
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

12
1,

26
4,

77
2

9,
82

8,
81

8
百

万
円

8.
11

%
20

,2
83

21
11

15
農

産
保

存
食

料
品

14
,2

63
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

12
1,

26
4,

77
2

9,
82

8,
81

8
百

万
円

8.
11

%
1,

15
6

22
11

16
砂

糖
・

油
脂

・
調

味
料

類
20

8,
66

2
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

12
1,

26
4,

77
2

9,
82

8,
81

8
百

万
円

8.
11

%
16

,9
13

23
11

19
そ

の
他

の
食

料
品

31
6,

91
0

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
12

1,
26

4,
77

2
9,

82
8,

81
8

百
万

円
8.

11
%

25
,6

86
24

11
21

酒
類

10
4,

00
0

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
10

7,
97

3,
34

2
1,

34
5,

48
7

百
万

円
1.

25
%

1,
29

6
25

11
29

そ
の

他
の

飲
料

61
4,

48
6

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
10

7,
97

3,
34

2
1,

34
5,

48
7

百
万

円
1.

25
%

7,
65

7
26

11
31

飼
料

・
有

機
質

肥
料（

別
掲

を
除

く
。）

40
,2

99
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

10
7,

97
3,

34
2

1,
34

5,
48

7
百

万
円

1.
25

%
50

2
27

11
41

た
ば

こ
36

5,
52

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

10
7,

97
3,

34
2

1,
34

5,
48

7
百

万
円

1.
25

%
4,

55
5



― ―82

経済研究28巻1・2号

付
表
Ｂ
（
2/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

28
15

11
紡

績
糸

95
1

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
8,

34
6,

77
3

65
1,

29
3

百
万

円
7.

80
%

74
29

15
12

織
物

17
,0

34
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

8,
34

6,
77

3
65

1,
29

3
百

万
円

7.
80

%
1,

32
9

30
15

13
ニ

ッ
ト

生
地

14
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

8,
34

6,
77

3
65

1,
29

3
百

万
円

7.
80

%
1

31
15

14
染

色
整

理
10

,8
60

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
8,

34
6,

77
3

65
1,

29
3

百
万

円
7.

80
%

84
7

32
15

19
そ

の
他

の
繊

維
工

業
製

品
29

,7
47

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
8,

34
6,

77
3

65
1,

29
3

百
万

円
7.

80
%

2,
32

1
33

15
21

織
物

製
・

ニ
ッ

ト
製

衣
服

11
,8

25
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

8,
34

6,
77

3
65

1,
29

3
百

万
円

7.
80

%
92

3
34

15
22

そ
の

他
の

衣
服

・
身

の
回

り
品

1,
09

5
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

8,
34

6,
77

3
65

1,
29

3
百

万
円

7.
80

%
85

35
15

29
そ

の
他

の
繊

維
既

製
品

20
,8

48
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

8,
34

6,
77

3
65

1,
29

3
百

万
円

7.
80

%
1,

62
7

36
16

11
木

材
35

,8
79

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
16

,4
98

,1
03

46
6,

05
1

百
万

円
2.

82
%

1,
01

4
37

16
19

そ
の

他
の

木
製

品
97

,8
66

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
16

,4
98

,1
03

46
6,

05
1

百
万

円
2.

82
%

2,
76

5
38

16
21

家
具

・
装

備
品

81
,2

47
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

6,
82

9,
80

2
14

6,
02

4
百

万
円

2.
14

%
1,

73
7

39
16

31
パ

ル
プ

22
,1

17
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

76
,7

89
,3

60
2,

73
7,

89
4

百
万

円
3.

57
%

78
9

40
16

32
紙

・
板

紙
39

0,
34

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

76
,7

89
,3

60
2,

73
7,

89
4

百
万

円
3.

57
%

13
,9

18
41

16
33

加
工

紙
66

,9
84

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
76

,7
89

,3
60

2,
73

7,
89

4
百

万
円

3.
57

%
2,

38
8

42
16

41
紙

製
容

器
11

7,
32

1
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

76
,7

89
,3

60
2,

73
7,

89
4

百
万

円
3.

57
%

4,
18

3
43

16
49

そ
の

他
の

紙
加

工
品

26
1,

30
4

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
76

,7
89

,3
60

2,
73

7,
89

4
百

万
円

3.
57

%
9,

31
7

44
19

11
印

刷
・

製
版

・
製

本
14

8,
22

1
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

13
,7

57
,2

85
1,

20
3,

50
2

百
万

円
8.

75
%

12
,9

67
45

20
11

化
学

肥
料

19
,1

07
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

15
8,

79
2,

75
9

5,
59

2,
06

3
百

万
円

3.
52

%
67

3
46

20
21

ソ
ー

ダ
工

業
製

品
11

,1
01

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

39
1

47
20

29
そ

の
他

の
無

機
化

学
工

業
製

品
16

,2
24

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

57
1

48
20

31
石

油
化

学
系

基
礎

製
品

0
―

―
―

―
―

―
―

49
20

41
脂肪

族中
間物

・環
式中

間物
・合

成染
料・

有機
顔料

17
,0

50
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

15
8,

79
2,

75
9

5,
59

2,
06

3
百

万
円

3.
52

%
60

0
50

20
42

合
成

ゴ
ム

0
―

―
―

―
―

―
―

51
20

49
そ

の
他

の
有

機
化

学
工

業
製

品
54

,7
11

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

1,
92

7
52

20
51

合
成

樹
脂

68
,4

66
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

15
8,

79
2,

75
9

5,
59

2,
06

3
百

万
円

3.
52

%
2,

41
1

53
20

61
化

学
繊

維
11

,3
34

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

39
9

54
20

71
医

薬
品

56
3,

14
9

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

19
,8

32
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伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

付
表
Ｂ
（
3/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

55
20

81
油

脂
加

工
製

品
・

界
面

活
性

剤
6,

33
4

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

22
3

56
20

82
化

粧
品

・
歯

磨
13

6,
13

5
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

15
8,

79
2,

75
9

5,
59

2,
06

3
百

万
円

3.
52

%
4,

79
4

57
20

83
塗

料
・

印
刷

イ
ン

キ
12

,0
64

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

42
5

58
20

84
農

薬
45

,3
14

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

1,
59

6
59

20
89

そ
の

他
の

化
学

最
終

製
品

43
3,

16
3

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
15

8,
79

2,
75

9
5,

59
2,

06
3

百
万

円
3.

52
%

15
,2

54
60

21
11

石
油

製
品

8,
78

5
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

2,
41

8,
65

3
63

,9
06

百
万

円
2.

64
%

23
2

61
21

21
石

炭
製

品
12

,9
87

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
2,

41
8,

65
3

63
,9

06
百

万
円

2.
64

%
34

3
62

22
11

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
品

60
5,

05
8

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
58

,9
28

,8
82

2,
82

5,
53

6
百

万
円

4.
79

%
29

,0
11

63
22

21
タ

イ
ヤ

・
チ

ュ
ー

ブ
55

,2
35

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
22

,1
05

,5
81

6,
36

8,
52

8
百

万
円

28
.8

1%
15

,9
13

64
22

29
そ

の
他

の
ゴ

ム
製

品
16

2,
33

2
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

22
,1

05
,5

81
6,

36
8,

52
8

百
万

円
28

.8
1%

46
,7

67
65

23
11

革
製

履
物

12
8

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
24

4,
37

8
33

,4
05

百
万

円
13

.6
7%

17
66

23
12

なめ
し革

・革
製品

・毛
皮（

革製
履物

を除
く。

）
2,

06
5

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
24

4,
37

8
33

,4
05

百
万

円
13

.6
7%

28
2

67
25

11
ガ

ラ
ス

・
ガ

ラ
ス

製
品

39
,8

64
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

16
,1

78
,1

34
90

3,
64

8
百

万
円

5.
59

%
2,

22
7

68
25

21
セ

メ
ン

ト
・

セ
メ

ン
ト

製
品

64
,4

79
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

16
,1

78
,1

34
90

3,
64

8
百

万
円

5.
59

%
3,

60
2

69
25

31
陶

磁
器

1,
57

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

16
,1

78
,1

34
90

3,
64

8
百

万
円

5.
59

%
88

70
25

91
建

設
用

土
石

製
品

2,
69

1
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

16
,1

78
,1

34
90

3,
64

8
百

万
円

5.
59

%
15

0
71

25
99

そ
の

他
の

窯
業

・
土

石
製

品
41

,7
31

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
16

,1
78

,1
34

90
3,

64
8

百
万

円
5.

59
%

2,
33

1
72

26
11

銑
鉄

・
粗

鋼
0

―
―

―
―

―
―

―
73

26
12

鉄
屑

0
―

―
―

―
―

―
―

74
26

21
熱

間
圧

延
鋼

材
20

6
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

18
,4

60
,9

39
1,

24
5,

05
0

百
万

円
6.

74
%

14
75

26
22

鋼
管

2,
87

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

18
,4

60
,9

39
1,

24
5,

05
0

百
万

円
6.

74
%

19
4

76
26

23
冷

延
・

め
っ

き
鋼

材
10

,2
26

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
18

,4
60

,9
39

1,
24

5,
05

0
百

万
円

6.
74

%
69

0
77

26
31

鋳
鍛

造
品

（
鉄

）
45

,3
75

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
18

,4
60

,9
39

1,
24

5,
05

0
百

万
円

6.
74

%
3,

06
0

78
26

99
そ

の
他

の
鉄

鋼
製

品
82

,8
86

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
18

,4
60

,9
39

1,
24

5,
05

0
百

万
円

6.
74

%
5,

59
0

79
27

11
非

鉄
金

属
製

錬
・

精
製

98
,4

73
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数（
注

１
）

1,
66

8
36

人
2.

16
%

2,
12

5
80

27
12

非
鉄

金
属

屑
0

―
―

―
―

―
―

―
81

27
21

電
線

・
ケ

ー
ブ

ル
17

3,
48

5
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

54
,2

27
,6

64
10

,9
79

,6
56

百
万

円
20

.2
5%

35
,1

26

（
注

１
）

製
造

品
出

荷
額

比
を

用
い

る
と

県
内

移
出

が
過

剰
と

な
る

た
め

，
従

業
者

比
率

に
変

更
．
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経済研究28巻1・2号

付
表
Ｂ
（
4/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

82
27

29
そ

の
他

の
非

鉄
金

属
製

品
21

8,
21

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

54
,2

27
,6

64
10

,9
79

,6
56

百
万

円
20

.2
5%

44
,1

83
83

28
11

建
設

用
金

属
製

品
93

,3
49

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
44

,2
73

,5
13

3,
26

5,
86

6
百

万
円

7.
38

%
6,

88
6

84
28

12
建

築
用

金
属

製
品

56
,5

83
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

44
,2

73
,5

13
3,

26
5,

86
6

百
万

円
7.

38
%

4,
17

4
85

28
91

ガ
ス

・
石

油
機

器
・

暖
房

・
調

理
装

置
38

,6
82

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
44

,2
73

,5
13

3,
26

5,
86

6
百

万
円

7.
38

%
2,

85
3

86
28

99
そ

の
他

の
金

属
製

品
28

5,
31

0
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

44
,2

73
,5

13
3,

26
5,

86
6

百
万

円
7.

38
%

21
,0

46
87

29
11

ボ
イ

ラ
・

原
動

機
1,

60
1

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
33

,3
49

,4
33

3,
88

4,
46

6
百

万
円

11
.6

5%
18

6
88

29
12

ポ
ン

プ
・

圧
縮

機
59

,9
86

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
33

,3
49

,4
33

3,
88

4,
46

6
百

万
円

11
.6

5%
6,

98
7

89
29

13
運

搬
機

械
16

,5
93

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
33

,3
49

,4
33

3,
88

4,
46

6
百

万
円

11
.6

5%
1,

93
3

90
29

14
冷

凍
機

・
温

湿
調

整
装

置
30

2,
64

4
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

33
,3

49
,4

33
3,

88
4,

46
6

百
万

円
11

.6
5%

35
,2

51
91

29
19

そ
の

他
の

は
ん

用
機

械
13

3,
59

3
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

33
,3

49
,4

33
3,

88
4,

46
6

百
万

円
11

.6
5%

15
,5

61
92

30
11

農
業

用
機

械
23

,0
99

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
73

,3
24

,8
50

10
,1

26
,0

52
百

万
円

13
.8

1%
3,

19
0

93
30

12
建

設
・

鉱
山

機
械

15
,7

76
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

73
,3

24
,8

50
10

,1
26

,0
52

百
万

円
13

.8
1%

2,
17

9
94

30
13

繊
維

機
械

1,
35

6
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

73
,3

24
,8

50
10

,1
26

,0
52

百
万

円
13

.8
1%

18
7

95
30

14
生

活
関

連
産

業
用

機
械

69
,0

23
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

73
,3

24
,8

50
10

,1
26

,0
52

百
万

円
13

.8
1%

9,
53

2
96

30
15

基
礎

素
材

産
業

用
機

械
97

,5
14

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
73

,3
24

,8
50

10
,1

26
,0

52
百

万
円

13
.8

1%
13

,4
67

97
30

16
金

属
加

工
機

械
23

9,
68

6
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

73
,3

24
,8

50
10

,1
26

,0
52

百
万

円
13

.8
1%

33
,1

00
98

30
17

半
導

体
製

造
装

置
23

,2
84

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
73

,3
24

,8
50

10
,1

26
,0

52
百

万
円

13
.8

1%
3,

21
5

99
30

19
そ

の
他

の
生

産
用

機
械

28
1,

65
6

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
73

,3
24

,8
50

10
,1

26
,0

52
百

万
円

13
.8

1%
38

,8
96

10
0

31
11

事
務

用
機

械
14

,3
13

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
29

,4
40

,4
91

2,
84

7,
93

9
百

万
円

9.
67

%
1,

38
5

10
1

31
12

サ
ー

ビ
ス

用
・

娯
楽

用
機

器
11

,4
45

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
29

,4
40

,4
91

2,
84

7,
93

9
百

万
円

9.
67

%
1,

10
7

10
2

31
13

計
測

機
器

98
,4

60
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

29
,4

40
,4

91
2,

84
7,

93
9

百
万

円
9.

67
%

9,
52

5
10

3
31

14
医

療
用

機
械

器
具

12
7,

87
4

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
29

,4
40

,4
91

2,
84

7,
93

9
百

万
円

9.
67

%
12

,3
70

10
4

31
15

光
学

機
械

・
レ

ン
ズ

2,
38

0
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

29
,4

40
,4

91
2,

84
7,

93
9

百
万

円
9.

67
%

23
0

10
5

31
16

武
器

0
―

―
―

―
―

―
―

10
6

32
11

電
子

デ
バ

イ
ス

33
,3

51
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

23
,9

94
,1

24
1,

14
9,

82
8

百
万

円
4.

79
%

1,
59

8
10

7
32

99
そ

の
他

の
電

子
部

品
14

0,
65

1
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

23
,9

94
,1

24
1,

14
9,

82
8

百
万

円
4.

79
%

6,
74

0
10

8
33

11
産

業
用

電
気

機
器

64
5,

91
3

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
17

6,
67

6,
26

0
15

,8
73

,8
81

百
万

円
8.

98
%

58
,0

34
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伊豆半島地域産業連関表の簡易推計

付
表
Ｂ
（
5/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

10
9

33
21

民
生

用
電

気
機

器
43

0,
52

5
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

17
6,

67
6,

26
0

15
,8

73
,8

81
百

万
円

8.
98

%
38

,6
81

11
0

33
31

電
子

応
用

装
置

56
,1

95
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

17
6,

67
6,

26
0

15
,8

73
,8

81
百

万
円

8.
98

%
5,

04
9

11
1

33
32

電
気

計
測

器
15

,7
02

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
17

6,
67

6,
26

0
15

,8
73

,8
81

百
万

円
8.

98
%

1,
41

1
11

2
33

99
そ

の
他

の
電

気
機

械
55

1,
16

7
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

17
6,

67
6,

26
0

15
,8

73
,8

81
百

万
円

8.
98

%
49

,5
21

11
3

34
11

通
信

機
器

14
6,

51
3

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
28

,5
47

,4
54

8,
62

0,
29

0
百

万
円

30
.2

0%
44

,2
42

11
4

34
12

映
像

・
音

響
機

器
23

,3
32

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
28

,5
47

,4
54

8,
62

0,
29

0
百

万
円

30
.2

0%
7,

04
5

11
5

34
21

電
子

計
算

機
・

同
附

属
装

置
85

,4
59

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
28

,5
47

,4
54

8,
62

0,
29

0
百

万
円

30
.2

0%
25

,8
06

11
6

35
11

乗
用

車
78

0,
77

8
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

39
9,

86
3,

29
3

6,
65

0,
79

5
百

万
円

1.
66

%
12

,9
86

11
7

35
21

ト
ラ

ッ
ク

・
バ

ス
・

そ
の

他
の

自
動

車
22

5,
61

3
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

39
9,

86
3,

29
3

6,
65

0,
79

5
百

万
円

1.
66

%
3,

75
3

11
8

35
22

二
輪

自
動

車
10

9,
94

0
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

39
9,

86
3,

29
3

6,
65

0,
79

5
百

万
円

1.
66

%
1,

82
9

11
9

35
31

自
動

車
部

品
・

同
附

属
品

2,
70

8,
69

6
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

39
9,

86
3,

29
3

6,
65

0,
79

5
百

万
円

1.
66

%
45

,0
53

12
0

35
41

船
舶

・
同

修
理

11
1,

39
8

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
39

9,
86

3,
29

3
6,

65
0,

79
5

百
万

円
1.

66
%

1,
85

3
12

1
35

91
鉄

道
車

両
・

同
修

理
74

,6
20

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
39

9,
86

3,
29

3
6,

65
0,

79
5

百
万

円
1.

66
%

1,
24

1
12

2
35

92
航

空
機

・
同

修
理

7,
80

6
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

39
9,

86
3,

29
3

6,
65

0,
79

5
百

万
円

1.
66

%
13

0
12

3
35

99
そ

の
他

の
輸

送
機

械
37

,9
29

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
39

9,
86

3,
29

3
6,

65
0,

79
5

百
万

円
1.

66
%

63
1

12
4

39
11

が
ん

具
・

運
動

用
品

72
,2

76
経

済
セ

ン
サ

ス
―

活
動

調
査

製
造

品
出

荷
額

18
,2

40
,4

25
42

0,
65

8
百

万
円

2.
31

%
1,

66
7

12
5

39
19

そ
の

他
の

製
造

工
業

製
品

14
1,

51
6

経
済

セ
ン

サ
ス

―
活

動
調

査
製

造
品

出
荷

額
18

,2
40

,4
25

42
0,

65
8

百
万

円
2.

31
%

3,
26

4
12

6
39

21
再

生
資

源
回

収
・

加
工

処
理

35
,5

70
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
5,

12
7

52
6

人
10

.2
6%

3,
64

9
12

7
41

11
住

宅
建

築
49

8,
32

9
建

築
着

工
統

計
調

査
工

事
費

予
定

額
45

,8
43

,8
33

6,
70

4,
60

7
百

万
円

14
.6

2%
72

,8
80

12
8

41
12

非
住

宅
建

築
27

3,
07

8
建

築
着

工
統

計
調

査
工

事
費

予
定

額
22

,0
88

,7
54

2,
89

5,
82

9
百

万
円

13
.1

1%
35

,8
00

12
9

41
21

建
設

補
修

29
8,

32
2

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

10
8,

93
3

17
,9

46
人

16
.4

7%
49

,1
47

13
0

41
31

公
共

事
業

28
7,

17
7

決
算

カ
ー

ド
土

木
費

，災
害

復
旧

費
19

1,
73

9,
98

5
25

,4
27

,5
77

千
円

13
.2

6%
38

,0
84

13
1

41
91

そ
の

他
の

土
木

建
設

25
5,

73
8

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

27
,0

91
4,

76
1

人
17

.5
7%

44
,9

44
13

2
46

11
電

力
41

7,
11

4
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
90

1
人

1.
11

%
4,

63
5

13
3

46
21

都
市

ガ
ス

12
9,

53
0

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

28
8

96
人

33
.3

3%
43

,1
77

13
4

46
22

熱
供

給
業

90
2

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

15
0

人
0.

00
%

0
13

5
47

11
水

道
13

4,
52

2
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
1,

84
5

41
6

人
22

.5
5%

30
,3

31
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付
表
Ｂ
（
6/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

13
6

48
11

廃
棄

物
処

理
15

5,
51

5
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
10

,4
02

1,
66

8
人

16
.0

4%
24

,9
37

13
7

51
11

卸
売

85
5,

40
0

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

86
,9

94
12

,6
35

人
14

.5
2%

12
4,

23
8

13
8

51
12

小
売

1,
24

4,
92

4
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
23

4,
20

8
38

,6
60

人
16

.5
1%

20
5,

49
6

13
9

53
11

金
融

60
8,

94
9

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

20
,9

04
3,

10
8

人
14

.8
7%

90
,5

38
14

0
53

12
保

険
47

2,
74

4
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
16

,4
57

2,
99

5
人

18
.2

0%
86

,0
34

14
1

55
11

不
動

産
仲

介
及

び
賃

貸
33

3,
69

0
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
14

,4
87

3,
50

3
人

24
.1

8%
80

,6
87

14
2

55
21

住
宅

賃
貸

料
29

8,
78

0
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
10

,6
29

2,
86

7
人

26
.9

7%
80

,5
91

14
3

55
31

住
宅

賃
貸

料
（

帰
属

家
賃

）
1,

54
5,

72
5

国
勢

調
査

持
ち

家
世

帯
数

94
9,

86
7

16
5,

08
6

世
帯

17
.3

8%
26

8,
64

6
14

4
57

11
鉄

道
旅

客
輸

送
31

2,
55

3
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
6,

01
6

1,
10

8
人

18
.4

2%
57

,5
65

14
5

57
12

鉄
道

貨
物

輸
送

5,
64

2
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
6,

01
6

1,
10

8
人

18
.4

2%
1,

03
9

14
6

57
21

道
路

旅
客

輸
送

67
,7

44
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
13

,3
13

3,
23

4
人

24
.2

9%
16

,4
56

14
7

57
22

道
路

貨
物

輸
送（

自
家

輸
送

を
除

く
。）

46
0,

21
8

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

55
,1

86
5,

19
3

人
9.

41
%

43
,3

06
14

8
57

31
自

家
輸

送
（

旅
客

自
動

車
）

21
0,

90
3

―
（

注
２

）
32

,7
07

,6
50

3,
87

0,
14

8
百

万
円

11
.8

3%
24

,9
55

14
9

57
32

自
家

輸
送

（
貨

物
自

動
車

）
12

0,
41

3
―

（
注

２
）

32
,7

07
,6

50
3,

87
0,

14
8

百
万

円
11

.8
3%

14
,2

48
15

0
57

41
外

洋
輸

送
52

,7
57

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

22
1

人
4.

55
%

2,
39

8
15

1
57

42
沿

海
・

内
水

面
輸

送
6,

39
5

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

46
3

30
2

人
65

.2
3%

4,
17

1
15

2
57

43
港

湾
運

送
13

,4
12

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

2,
21

9
34

人
1.

53
%

20
6

15
3

57
51

航
空

輸
送

27
,7

31
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
86

0
人

0.
00

%
0

15
4

57
61

貨
物

利
用

運
送

17
,0

14
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
2,

68
2

32
4

人
12

.0
8%

2,
05

5
15

5
57

71
倉

庫
71

,6
34

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

6,
50

9
28

4
人

4.
36

%
3,

12
6

15
6

57
81

こ
ん

包
61

,0
95

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

4,
27

8
45

5
人

10
.6

4%
6,

49
8

15
7

57
89

そ
の

他
の

運
輸

附
帯

サ
ー

ビ
ス

25
1,

95
5

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

3,
97

2
68

2
人

17
.1

7%
43

,2
61

15
8

57
91

郵
便

・
信

書
便

26
,5

58
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
9,

90
5

1,
79

8
人

18
.1

5%
4,

82
1

15
9

59
11

通
信

43
3,

05
4

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

1,
73

6
35

8
人

20
.6

2%
89

,3
05

16
0

59
21

放
送

79
,0

83
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
1,

49
8

28
9

人
19

.2
9%

15
,2

57
16

1
59

31
情

報
サ

ー
ビ

ス
14

9,
23

7
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
13

,0
06

2,
55

8
人

19
.6

7%
29

,3
52

16
2

59
41

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
附

随
サ

ー
ビ

ス
17

,9
86

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

51
3

18
人

3.
51

%
63

1

（
注

２
）「

自
家

輸
送

（
旅

客
自

動
車

）」
「

自
家

輸
送

（
貨

物
自

動
車

）」
「

事
務

用
品

」「
分

類
不

明
」

以
外

の
域

内
生

産
額

計
．
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付
表
Ｂ
（
7/
7）
：
20
15
年
静
岡
県
表
と
伊
豆
半
島
地
域
表
の
部
門
別
生
産
額
（
百
万
円
）

20
15

年
静

岡
県

表
分

　
割

　
係

　
数

　
の

　
根

　
拠

20
01

5年
伊

豆
半

島
地

域
表

連
番

コ
ー

ド
統

合
小

分
類

県
内

生
産

額
資

料
名

（
分

割
係

数
の

根
拠

）
項

　
目

静
岡

県
伊

豆
半

島
単

 位
分

割
係

数
域

内
生

産
額

16
3

59
51

映
像

・
音

声
・

文
字

情
報

制
作

11
,7

34
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
2,

93
8

26
2

人
8.

92
%

1,
04

6
16

4
61

11
公

務
（

中
央

）
33

7,
55

8
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
11

,6
06

95
9

人
8.

26
%

27
,8

92
16

5
61

12
公

務
（

地
方

）
62

4,
95

0
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
32

,9
28

5,
72

8
人

17
.4

0%
10

8,
71

3
16

6
63

11
学

校
教

育
59

3,
82

1
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
52

,9
21

7,
91

8
人

14
.9

6%
88

,8
47

16
7

63
12

社
会

教
育

・
そ

の
他

の
教

育
67

,9
61

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

10
,8

64
1,

55
7

人
14

.3
3%

9,
74

0
16

8
63

21
学

術
研

究
機

関
14

2,
07

7
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
12

,9
21

75
9

人
5.

87
%

8,
34

6
16

9
63

22
企

業
内

研
究

開
発

67
3,

01
6

―
製造

業の
域内

生産
額計

15
,1

40
,6

64
94

9,
38

6
百

万
円

6.
27

%
42

,2
01

17
0

64
11

医
療

1,
23

1,
44

3
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
10

1,
28

5
18

,1
06

人
17

.8
8%

22
0,

13
6

17
1

64
21

保
健

衛
生

54
,8

74
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
3,

24
5

66
0

人
20

.3
4%

11
,1

61
17

2
64

31
社

会
保

険
・

社
会

福
祉

26
6,

03
3

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

33
,3

64
5,

46
9

人
16

.3
9%

43
,6

08
17

3
64

41
介

護
28

9,
19

6
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
64

,4
25

12
,0

93
人

18
.7

7%
54

,2
84

17
4

65
99

他
に

分
類

さ
れ

な
い

会
員

制
団

体
13

7,
64

2
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
24

,1
20

5,
33

7
人

22
.1

3%
30

,4
56

17
5

66
11

物
品

賃
貸

業（
貸

自
動

車
業

を
除

く
。）

12
4,

39
1

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

6,
19

6
88

5
人

14
.2

8%
17

,7
67

17
6

66
12

貸
自

動
車

業
32

,5
42

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

1,
16

5
19

7
人

16
.9

1%
5,

50
3

17
7

66
21

広
告

60
,9

08
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
2,

19
5

48
4

人
22

.0
5%

13
,4

30
17

8
66

31
自

動
車

整
備

18
3,

32
2

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
数

8,
64

3
1,

57
5

人
18

.2
2%

33
,4

06
17

9
66

32
機

械
修

理
12

0,
43

7
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
4,

44
9

84
6

人
19

.0
2%

22
,9

02
18

0
66

99
そ

の
他

の
対

事
業

所
サ

ー
ビ

ス
78

2,
83

2
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
12

0,
05

7
19

,8
11

人
16

.5
0%

12
9,

17
8

18
1

67
11

宿
泊

業
22

6,
89

3
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
31

,5
66

17
,8

24
人

56
.4

7%
12

8,
11

7
18

2
67

21
飲

食
サ

ー
ビ

ス
74

8,
83

3
20

14
年

経
済

セ
ン

サ
ス

―
基

本
調

査
従

業
者

数
13

3,
34

3
24

,8
17

人
18

.6
1%

13
9,

36
8

18
3

67
31

洗
濯

・
理

容
・

美
容

・
浴

場
業

15
8,

93
3

20
14

年
経

済
セ

ン
サ

ス
―

基
本

調
査

従
業

者
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